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2021 年 12 月 17 日 
 

【資料】「７．」添付資料 
 

一般社団法人全国銀行協会 
 
１．（事例１）の公表資料（「全国銀行協会相談室・あっせん委員会の運営状況（2021 年第

２四半期）」７頁より抜粋） 

預金業務 

 
〔異動・諸届・移管〕 

○ 妹はA銀行の支店のない県に住んでいるため、郵送やインターネッ

トで、口座の名義および印鑑の登録変更を行えないか照会した。新

型コロナウイルスの感染防止のため、他県への移動の自粛を求めら

れているにもかかわらず、銀行員から「禁止されているわけではな

いのに、なぜ来店できないのか」と言われた。納得できない。 

 

 
２．（事例２）の公表資料（「全国銀行協会相談室・あっせん委員会の運営状況（2021 年第

１四半期）」８頁より抜粋） 

預金業務  

〔その他〕 

○ 母の口座に特別定額給付金が入金されたことを確認しようと通帳記

帳したところ、長らく記帳していなかったため、合算記帳されてし

まった。銀行に取引履歴の発行を依頼したが、口座名義人以外から

の依頼には応じられないとして謝絶された。 

 

 
 
３．（事例３）の公表資料（「あっせんの申立て事案の概要とその結果（2021 年度第２四

半期）外貨建・仕組預金関係」１～２頁より抜粋） 
事 案 番 号 令和２年度（あ）第 131 号 
申立ての概要 外貨定期預金に係る為替手数料の返還請求 
申立人の属性 個人（60 歳台） 

申立人（Ａさん） 

の 申 立 内 容 

・ 私は、Ｂ銀行で契約した外貨定期預金について、解約したことにより発生

した為替手数料の返還を求める。 
・ 私は、老後の備えとしてＢ銀行で保険商品の購入を検討していたが、Ｂ銀行

担当者から、商品検討中なのであれば、とりあえず本件預金を契約すれば金利

が付いて有利であると勧められて契約するに至った。 
・ 私は、自宅に戻ってからＢ銀行担当者からもらった資料を見て、本件預金
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は為替変動により大きな損失が発生する可能性があることに気付き、後日、Ｂ

銀行担当者から改めて本件預金の説明を受けたが、やはり解約することとし

たところ、為替手数料の損失が発生した。 
・ 私は、Ｂ銀行から本件預金は解約できないとの説明を受けた覚えはあるが、

保険商品のパンフレットにはクーリングオフに関する記載があったため、本

件預金も同様にクーリングオフ出来るものと思い込んでしまった。 

相 手 方 銀 行 

（Ｂ銀行）の見解 

・ 当行担当者は、Ａさんに保険商品を提案する過程で為替相場の話題に至り、

Ａさんが当時の為替水準に魅力を感じていたことから本件預金を案内したと

ころ、Ａさんが購入を希望し契約に至った。 

・ 当行担当者は、Ａさんからの聴取及び所定の書面により、Ａさんの投資意

向等を確認しており、本件預金の販売に問題はないものと判断した。 
・ 当行担当者は、Ａさんに対し、所定の資料を用いて本件預金の内容、為替

リスク等について十分な説明を行っており、説明内容に問題はなかったもの

と判断している。 
・ 本件預金はクーリングオフの対象商品ではないため、クーリングオフに関

して言及するかどうかは行内ルールでの取り決めはなく、担当者によって対

応が異なる。 

あ っ せ ん 

手 続 の 結 果 

【申立て受理→和解契約書の締結】  

・ あっせん委員会は、Ａさんの申立てを「適格性あり」として受理し、2021
年６月９日、ＡさんとＢ銀行から事情聴取を行った。 

・ あっせん委員会は、Ｂ銀行に対して、本件預金と保険商品との違いについ

てより明確な説明があってもよかったこと、本件預金について為替により損

失が発生する可能性があることの説明をより丁寧に行ってもよかったこと等

を指摘した。 
・ その上で、あっせん委員会は、Ｂ銀行がＡさんに解決金を支払うというあ

っせん案を提示した。 
・ その結果、ＡさんとＢ銀行の双方が受諾したことから、あっせん成立とな

った。 
・ 2021 年９月３日付けで和解契約書を締結した。 

 
４．（事例４）の公表資料（「あっせんの申立て事案の概要とその結果（2021 年度第１四

半期）保険窓販関係」３～４頁より抜粋） 
事 案 番 号 令和２年度（あ）第 86 号 

申立ての概要 
説明不十分で購入させられた外貨建て個人年金保険の元本割れ相当額の損失

補てん要求 
申立人の属性 個人（80 歳台） 
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申立人（Ａさん） 

の 申 立 内 容 

・ Ｂ銀行で購入した外貨建て個人年金保険の元本割れ相当額の損失の補てん

を求める。 
・ 私は、Ｂ銀行担当者から、私が希望していない通貨建ての商品の方が儲か

るなどと勧められ契約してしまった。 
・ 私は、本件商品購入以前にリスク商品を購入した経験はあるが、どういう

リスクがあるかについては理解していなかった。 
・ 私は、Ｂ銀行担当者から、本件商品の勧誘にあたって、家族の同席等は求

められていない。 

相 手 方 銀 行 

（Ｂ銀行）の見解 

・ 当行担当者は、本件商品を提案したところ、Ａさんが購入を希望したため、販

売するに至った。 

・ 当行担当者は、Ａさんからの聴取及び所定の書面により、Ａさんの投資意向、

保有金融資産、投資経験等を確認しており、本件商品の販売に問題はないも

のと判断した。  

・ 当行担当者は、Ａさんに対し、所定の資料を用いて、本件商品の内容、為

替リスク等について説明を行っており、説明内容に問題はなかったものと判

断している。 
・ 当行担当者は、本件商品の申込時に家族の同席等を依頼したが、Ａさんか

ら同席は難しいと謝絶され、また、為替相場を考慮し、説明日当日に契約した

いとの申出があったため、申込を受け付けたが、高齢者取引のルールに照らし

て、配慮に欠いていたところがあった。 

あ っ せ ん 

手 続 の 結 果 

【申立て受理→和解契約書の締結】  

・ あっせん委員会は、Ａさんの申立てを「適格性あり」として受理し、2021
年３月 22 日、ＡさんとＢ銀行から事情聴取を行った。 

・ あっせん委員会は、Ｂ銀行に対して、Ａさんに複数商品を案内し、その当

日に契約に至ったことから、Ａさんの本件商品の理解度の把握が十分でなか

った可能性があり、加えて、Ｂ銀行の高齢者販売ルールに照らして、熟慮期間

を設けるなど、より慎重な対応が望まれた旨を指摘した。 
・ その上で、あっせん委員会は、Ｂ銀行がＡさんの損失の一部を負担すると

いうあっせん案を提示した。 
・ その結果、ＡさんとＢ銀行の双方が受諾したことから、あっせん成立とな

った。 
・ 2021 年５ 月 14 日付けで和解契約書を締結した。 

 
以  上 
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（ 図表20） 苦情処理手続を 終了し た苦情の所要期間別件数

令和2 年度 令和元年度

件　 数 占　 率 件　 数 占　 率

苦情処理手続終了件数 929 件 100 .0％ 913 件 100 .0％

１ 週間以内 92 9 .9 102 11 .2

１ 週間超 ２ 週間以内 84 9 .0 72 7 .9

２ 週間超 １ か月以内 121 13 .0 1 18 12 .9

１ か月超 ２ か月以内 145 15 .6 1 43 15 .7

２ か月超 ３ か月以内 140 15 .1 1 50 16 .4

３ か月超 ６ か月以内 307 33 .0 2 82 30 .9

６ か月超 40 4 .3 46 5 .0

（ ＊） 毎年度、 対象年度内に手続きを開始し た事案に関する翌5月末現在の値

⑸ 主な苦情処理手続事例

≪事例 1 ≫

〔 苦情内容〕 説明不十分 〔 解決内容〕 申出内容による 解決

〔 申出内容〕

個人年金保険料控除を 活用し たいと 意思を 表示し たう えで加入し た年金保険について、 加入後に

税制適格特約が付加でき ないこ と が分かっ たため、 契約の無効を 求める旨、 契約者から 申し 出があ

り 、 保険会社あて解決の依頼を 受け、 相談所と し て苦情処理手続を 開始し た。

〔 解決内容〕

保険会社では、 募集状況を 確認し た結果、 個人年金保険料控除を 活用し たいと いう 意思を 明確に

伝えたにも かかわら ず税制適格特約を 付加でき ない商品であると いう 説明がなかっ たこ と から 、 契

約者に対し て、 契約を 無効と し て保険料の返金を 行う こ と と し 、 契約者の了解を 得た旨、 相談所あ

て報告があり 、 相談所と し て苦情処理手続を 終了し た。

≪事例 2 ≫

〔 苦情内容〕 不適切な話法 〔 解決内容〕 申出内容による 解決

〔 申出内容〕

担当者に貯蓄を 勧めら れ、 預金と 思い手続を し たが、 保険証券が届き 、 外貨建て保険に加入さ せ

ら れていたこ と が判明し た。 意向と 異なる 商品である ため、 契約の無効を 求める 旨、 契約者から 、

相談所あて解決の依頼を 受け、 相談所と し て苦情処理手続を 開始し た。

〔 解決内容〕

保険会社では、 募集状況を 確認し た結果、 申込手続は会社内のルールに則り 正当に実施し ていた

も のの、 契約時の担当者によ る 契約者への保険商品である こ と の説明・ 確認が不十分であっ たこ と

から 、 契約の無効およ び保険料を 返金する こ と と し 、 契約者の了解を 得た旨、 相談所あて報告があ

り 、 相談所と し て苦情処理手続を 終了し た。

− 22−
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［事案 2020-58］既払込保険料返還請求  

・令和 3年 5 月 20 日 裁定不調 

＜事案の概要＞ 

適合性原則違反等を理由に、既払込保険料と解約返戻金の差額の返還を求めて申立てのあっ

たもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 29 年 12 月に、信託銀行を募集代理店として契約した外貨建変額個人年金保険につい

て、以下の理由により、既払込保険料と解約返戻金の差額を返還してほしい。 

(1)本契約は、適合性原則に違反している。 

(2)募集人は、リスク商品や為替相場についての知識や理解力に乏しい自分に対して、十分な

説明を行っておらず、説明義務に反している。 

(3)生命保険協会の定めたリスク商品や高齢者向けサービスについてのガイドラインに則った

対応を行っていない。 

＜保険会社の主張＞ 

以下等の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)本契約の募集について、適合性原則違反や説明義務の不履行は認められず、募集代理店の

高齢者取引ルールに則って募集が行われた。 

(2)募集人は、家族の同席または申込前の相談をするよう依頼したが、いずれも不要との意向

であったため、当日、契約手続を行った。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会では、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、契約時の状況等を把握す

るため、申立人および募集人の上席者に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、適合性原則や説明義務に違反した行為があったとは認められないが、以下

の理由により、本件は和解により解決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に

提示し、その受諾を勧告したところ、申立人から和解案を受諾するとの回答を得られなかった

ため、手続を終了した。 

(1)申立人の投資経験確認書によれば、過去に株や投資信託の購入経験があるが、その実態は

親族の勧めで購入したものであり、募集代理店の取引履歴を確認しても、積極的な投資意

向は確認できず、リスク商品を販売するにあたって申立人の投資意向の確認が十分に行わ

れたか疑問である。 

(2)募集人は契約にあたり、1 時間半程度の時間で 4 つの保険商品を紹介したうえで、選択し

てもらったとのことであるが、本商品は、投資経験が無いに等しく為替変動についても十

分な知識を有しない顧客に、投資割合、目標値、外貨の選択等を理解させる必要があると

ころ、申立人が十分に理解し、納得できる説明をしたかどうか疑問が残る。 

(3)代理店の高齢者取引ルールに則って募集を行ったとしても、保険販売においては保険会社

の監督のもとにあるため、一般的な保険会社の高齢者ルールに準拠することが望まれるが、

本件においては、家族の同席も、複数人による説明も、複数回の面談も行われていない。
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募集人の上席者による確認は行われているが、申立人の理解力に問題がないことの確認等

と、事後の意向確認のみで 5 分程度であり、リスクの説明とその認識があることを許容し

ていることの確認が十分になされたとは推測できない。 

(4)募集人は、申立人の家族に対して、説明のために電話を試みたが、申立人は家族に迷惑を

かけたくないとしてこれを拒み、かつ時間をおいて検討する機会も必要ないとする内容の

文書に署名しているが、一般的に、判断能力が減退している高齢者はその場で熟慮するこ

とができないことが多く、高額な金銭を長期間運用する商品の販売にあたっては、できる

限り熟慮の時間をあたえ、かつ家族等に相談する機会を与えることが望まれる。  
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［事案 2020-227］入院給付金等支払請求  

・令和 3年 6 月 18 日  和解成立 

＜事案の概要＞ 

告知義務違反により契約を解除され、入院給付金等が支払われなかったことを不服として、

契約解除の取消しと入院給付金等の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

S 状結腸がんで入院し、腹腔鏡下結腸悪性腫瘍切除術を受けたため、令和 2年 4 月に乗合代

理店を通じて契約した医療終身保険にもとづき入院給付金等を請求したところ、告知義務違反

を理由に契約を解除され、給付金が支払われなかった。しかし、告知義務違反の原因事実とさ

れた下痢症の通院歴については、告知手続の際、募集人に伝えていることから、契約解除を取

り消して、給付金を支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

下痢症の通院歴が告知された事実は認められず、S 状結腸がんを治療するための本件入院・

手術と、責任開始日前に発生した不告知の疾病（下痢症）との間に因果関係があると認められ

ることから、申立人の請求に応じることはできない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、申込手続時の事情を把握す

るため、申立人および申立人の子ならびに募集人に対して事情聴取を行った。また、医学的判

断の参考とするため、独自に第三者の意見を求めた。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人が下痢症の通院歴を募集人に伝えた事実は認められないが、以下の

理由により、本件は和解により解決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提

示し、その受諾を勧告したところ、同意が得られたので、手続を終了した。 

(1)募集人には、①告知・意向確認・申込の一連の手続を、申立人と面談することなく単独で

行なったこと、②告知画面に架空の血糖値を入力したこと、③申立人名の署名をしたこと

等の不適切な行為が認められる。 

(2)募集人は、高齢者募集ルールについてあらかじめ保険会社に問い合わせたところ、「代理店

さんに任せます。」と言われ、所属代理店では独自の高齢者ルールを作成していなかったこ

とから、高齢者募集ルールの適用の要否を検討しなかった。 
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そんぽＡＤＲセンター（統計号） ２０２１年度第１四半期 

（8） 

③人身傷害保険の認定額の説明を求める 〔自動車保険／契約者からの申出〕 

申出人は、保険会社の担当者に人身傷害保険に関して協定書、後遺障害計算書の内容の説明を求

めたところ、すぐに応じてもらえず、その後に説明を受けたが、態度が悪く信頼関係がなくなり、対応に納

得できないとして、苦情解決手続を申し出たもの。 

＜経過・対応結果＞ 

保険会社において確認したところ、担当者の知識、説明力、対応力不足のため申出人の質問に答えられ

なかったこと、計算書への必要事項の記載漏れ等があったことが原因と判明した。 

保険会社から申出人に連絡し、対応の不備を謝罪した上で、再発防止に努めることを伝え、保険金等の支

払手続を完了したことで申出人の了解を得た。 

＜保険会社における再発防止の取り組み＞ 

担当者に対して、後遺障害逸失利益の計算方法、根拠、約款、計算書の記載について、改めて教育を

実施するとともに、管理者の事前点検を強化することで、再発防止を図ることとした。 

 

④保険金の支払を求める 〔新種・海上保険／契約者からの申出〕 

申出人は、航空機のキャンセル保険に加入していたが、悪天候による欠航で出発する空港を変更し

たため、その際の移動にかかった交通費について保険金の支払を求めたところ、受付業務の窓口担当

者から無責との回答があったことから、これに納得できないとして、苦情解決手続を申し出たもの。 

＜経過・対応結果＞ 

保険会社において確認したところ、受付業務の委託先窓口担当者が申出人からの電話相談時に誤った判

断・説明をしたことが原因と判明した。 

保険会社から申出人に連絡し、支払対象事故として保険金を支払うことで申出人の了解を得た。 

＜保険会社における再発防止の取り組み＞ 

保険会社は、受付業務を委託している窓口に今回の発生原因の再調査を依頼した上で、商品知識・応酬

話法を含めて担当者に対する再教育を行うことで、再発防止を図ることとした。 
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【自動車保険－3】［契約の募集］ 

申立人は、自動車保険証券記載の保険料と支払済保険料の金額が相違するため、支払済保険料と

合致する内容の自動車保険証券の再発行か差額保険料の返還を求めたところ、保険会社はこれに応じ

なかったことから、紛争解決手続の申立てを行ったもの。 

＜手続終了事由＞ 

不調（見込みなし） 

＜紛争解決手続の概要＞ 

保険会社は、①自動車保険の契約後に前契約に事故があったことが判明し、ノンフリート等級訂正に基

づき保険料を訂正し追加保険料を領収したこと、②システム対応上、自動車保険証券記載の保険料表記は

修正できないこと、③申立人による保険料の過払はないことから、申立人の要求には応じられない旨主張し

た。 

当事者双方から提出された資料等に基づき検討した結果、本件紛争の解決を図るためには、訂正後の

保険料の記載がある保険証券の再発行の可否に関する事実認定が必要であるところ、当事者間の当該事

実に関する主張には大きな隔たりがあり、両当事者から提出された資料からはそれを客観的に判断すること

はできず、当事者双方の互譲による解決を図ることは困難であると判断し、紛争解決手続によっては和解が

成立する見込みはないとして、業務規程第３９条第１項に基づき手続を終了した。 

【自動車保険－4】［契約の募集］ 

申立人は、前保険会社との自動車保険を中途で解約し、新たに他の保険会社と同じノンフリート等級

で契約したが、後日等級継承ができないことを理由に等級訂正および追加保険料の支払を求められ

た。このため、当初の条件で契約の存続を求めたところ、保険会社はこれに応じなかったことから、紛争

解決手続の申立てを行ったもの。 

＜手続終了事由＞ 

不調（見込みなし） 

＜紛争解決手続の概要＞ 

保険会社は、①前保険会社との２０等級の契約が有効であり当該契約を中途解約するという前提で申込

みを受けて契約したこと、②ノンフリート情報交換制度により前保険会社との契約が６等級であることが後日

判明したことから２０等級の適用を認めることはできないこと等を主張した。 

当事者双方から提出された資料を検討するとともに意見聴取を行った結果、①適用されるべきノンフリー

ト等級は６等級であること、②保険会社が申立人からより丁寧な聞き取りを行っていれば２０等級で引き受け

ることはなかったと思料されること、③申立人は、前保険会社との間でノンフリート等級を巡るトラブルが発生

していることを正直に申告しており、結果的に２０等級で契約が成立したとの申立人の期待利益を損ねた面

は否定できないことを確認した。 

このため、①本件契約に適用されるノンフリート等級が６等級であることを確認し、申立人は追加保険料の

支払に応じること、②保険会社は申立人に対して一定の和解金を支払うことを内容とする和解案を提示して

受諾を勧告したが、当事者双方から期日までに和解案受諾書の提出がなかったことから、紛争解決手続に

よっては和解が成立する見込みはないとして、業務規程第３９条第１項に基づき手続を終了した。 

【自動車保険－5】［契約の管理・保全］ 

申立人は、不要な未払保険金の計上によりフリート契約の割引率が悪化したため、計上された未払保

険金の額を修正し保険料の返還を求めたところ、保険会社はこれに応じなかったことから、紛争解決手

続の申立てを行ったもの。 

＜手続終了事由＞ 

9
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和解成立 

＜紛争解決手続の概要＞ 

保険会社は、①事故対応中の未払保険金は医療調査を踏まえ適正に計上したこと、②結果として後遺障

害は認定されなかったが、未払保険金は妥当な支払見込に基づいて計上したこと、③フリート料率制度の

ルールでは、適正な理由により計上された未払保険金を修正することは出来ないことから、申立人の要求に

は応じられない旨主張した。 

これに対して申立人は、①計上された未払保険金が保険金として支払われなかった場合、割引率は修正

されると保険会社から説明されたこと、②保険金が支払われなかったにもかかわらず、割引率は修正されな

かったこと、③後遺障害の認定を前提に計上された未払保険金が支払われなかった以上、過去に遡って未

払保険金の計上を取り消す必要があること、④適正な割引率を適用し保険料の差額について返戻すべきで

あること等を主張し、反論した。 

当事者双方から提出された資料を検討するとともに意見聴取を行った結果、保険会社から、未払保険金

の計上にともなう割引率の影響の説明および被害者へのアプローチ状況等の経過管理が不十分であった

ことから、後遺障害部分の未払保険金の計上取消しと保険料の差額を返還することで和解したい旨の提案

がなされた｡ 

このため、保険会社は申立人に対して、過去に遡って後遺障害部分の未払保険金の計上を取り消し、適

正な割引率を適用することによって生じた受領済保険料との差額を返還する旨の和解案を提示し、その後、

両当事者から和解案受諾書が提出されたことから和解が成立した。 

【自動車保険－6】［契約の管理・保全］ 

申立人が無過失を主張している交通事故について、保険会社は訴訟を提起されたことを理由に契約

している自動車保険に高額な支払備金を計上した結果、フリート契約の次回契約期間の割引率がダウ

ンし、更改保険料が大幅に増加した。このため、計上の見直しを求めたところ、保険会社はこれに応じな

かったことから、紛争解決手続の申立てを行ったもの。 

＜手続終了事由＞ 

一方の離脱 

＜紛争解決手続の概要＞ 

保険会社は、①本件は、申立人所有の自動車が自転車に接触した事故であり、相手側弁護士は、被害

者請求を行い、重過失減額適用なしで自賠責保険金（後遺障害１級）を受領していること、②相手側弁護士

から申立人宛に高額な訴額の訴状が届いていること、③申立人は訴訟提起前に遡って未払保険金の修正

を求めているが、訴訟提起がない状態で訴訟を想定した未払保険金を計上することは、「根拠のない修正」

となるため応じることはできないこと等を主張した。 

手続開始後、現時点では判決・和解の時期が未定であることから、紛争の申立てを取り下げることとしたと

して、申立人が所定の手続により紛争解決手続の申立てを取り下げたため、業務規程第３９条第２項（第 5

号に該当）に基づき手続を終了した。 

【自動車保険－7】［契約の管理・保全］ 

申立人は、自動車を貸与した知人が事故を起こして保険金請求をした際、誤った次年度の保険料が

保険会社から案内され、また、次年度契約には車両保険が付帯できないとの通知を受けた。このため、

次年度契約の車両保険の付帯および誤案内により不要な運転者条件で契約した部分の差額保険料の

返還を求めたところ、保険会社はこれに応じなかったことから、紛争解決手続の申立てを行ったもの。 

＜手続終了事由＞ 

不調（見込みなし） 

＜紛争解決手続の概要＞ 
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T h e  S m a l l  A m o u n t  &  S h o r t  Te r m  I n s u r a n c e  A s s o c i a t i o n  o f  J a p a n  

 

2021 年 10 月発行 

2021 年度上半期 少額短期ほけん相談室レポート（第 22 号）」 

一般社団法人 日本少額短期保険協会 

少額短期ほけん相談室 

 

１．はじめに 

 

一般社団法人日本少額短期保険協会では、「指定紛争解決機関」（＝「指定ＡＤＲ機関」）の指定（金融

庁）を受けた中立・公正な紛争解決機関として、ご契約者様をはじめ、一般消費者の皆様から少額短期保

険全般に関するご相談・苦情対応および紛争解決業務を行っております。 

ご契約者様・一般消費者様のご理解をいただき、より気軽にご利用いただくため、「少額短期ほけん相談

室レポート」を毎年半期ごとに提供させていただいております。  

今回の「少額短期ほけん相談室レポート」では、2021 年度上半期（2021 年 4 月～2021 年 9 月）の

相談・苦情・紛争解決手続の運営状況と事例を開示しております。 

 

【本レポートに記載される業務の内容についての説明】  

  本レポートに記載されている、「相談」「苦情処理手続」「紛争解決手続」に関するほけん相談室の

業務内容をご説明いたします。 

 

＜相談業務＞  

少額短期保険についての一般的なお問合わせに対し、説明・助言等を行います。 

 

＜苦情処理手続業務＞ 

お客様と少額短期保険会社（※以下、「業者」とします）との間で発生したトラブルについて、 

不満足の表明をお客様から少額短期ほけん相談室にお申出された場合、その内容を業者へ連携し 

解決を要請します。少額短期ほけん相談室では、中立・公正な立場で（お客様と業者との話し合 

い）解決までサポートを行います。 

 

＜紛争解決手続業務＞ 

苦情処理手続後、お客様と業者との話し合いが原則１か月を経過しても解決の見通しが立たない 

場合は、紛争解決手続の申立を行うことができます。当事者双方よりの書類提出を受け、「裁定 

委員会（※）」が双方からの提出書類をもとに審議を行い、和解案の提示を行います。 

 

※裁定委員会とは 

紛争解決手続の開始に伴い「裁定委員会」が組織されます。裁定委員として委嘱を受けた中立・ 

公正な第三者複数名（弁護士・学識経験者・消費生活相談員等の中から５名以内）から構成され 

ております。 

裁定委員会では、申立に係る適格性の審査を行い、申立を受理した場合は、当事者双方より提出 

された書類をもとに審議の上、和解案を双方に提示をします。 

原則、業者は和解案を速やかに履行しなければならない決まりとなっております。 

（業務規程第 36 条 2 項より） 
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４．苦情（終了案件）の事例 

 ①スマホの修理費用保険金支払い額を争った事例 
   落下により契約スマホの画面液晶部分及びカメラ部分が破損したため、業者に事故連絡の上、契約

者の選んだ修理業者にて修理し 30,000 円の修理費用がかかった。保険金を請求すると修理内容が

違法修理にあたるので、修理不能損害認定となるとして 7,500 円の支払いになると言われた。 

事故報告時にそのような修理内容に条件があること、正規修理業者があることについての説明は

受けていないし、そもそも現状復帰修理を望んでいるだけであり違法修理かどうかは契約者にはわ

からないことである。また、修理後のスマホは通常に利用できている。修理費用の 30,000 円を支

払ってもらいたい。 

（経過・対応結果） 

  協会が業者に状況を確認したところ、業者としては契約時契約者には案内文書・パンフレット上の 

  表示を以って基板の修理などを正規修理店以外で行った場合には修理不能損害認定になることは案 

内しているということであったが、事故受付時に対応した者が改めて修理方法の条件があることお 

よび正規修理店を指定し案内しているわけでもないため、協会としては、契約者が案内文書等の意 

図を認識できるとまで言えるかは不明であるので柔軟に対応いただくようお話しした。 

   業者は被保険者が修理依頼時点で違法修理の可能性を知っていたか、修理後のスマホは現在正常 

  に作動しているか、をあらためて被保険者に確認のうえ修理費用を支払った。 

 

 ③現金盗難被害に関し、盗難事実と被害額につき争った事例 

   申出人は、自身が経営している店舗で 12 月に夜間に現金が盗取されたため警察に届けるとともに、

保険金請求をしたが、現金が盗まれたことの証明がされていないので保険金の支払い応じられない

と言われた。納得はしていなかったが、翌年 1 月に店内にカメラを設置した。その後 2 月に 2 度に

わたり被害に遭ったとして警察に届けるとともに、業者に届けたが、数回の電話でのやり取りの結

果業者が調査をすることになった。いまだに保険金は支払われていない、３度にわたる現金の盗難

被害につき早期に保険金を支払ってもらいたい。として苦情を申し出た。 

（経過・対応結果） 

   協会は業者に事実をしっかりと確認のうえ、約款等に沿った適切な対応を依頼した。また、協会が

申出人から今までの経緯をお聞きする中では、申出人は業者による調査を保険金を支払わないため

のあら捜しとの意識で見ることも予想されるので、十分注意と配慮をもって行うよう依頼した。そ

うした中で、4 月の末に犯人が逮捕されたためその旨申出人が業者に伝えた。盗難事故の発生が確

定的となったため業者は弁護士対応とし、犯人側弁護士（国選弁護士）との間で、被害額の確認を行

った。申出人の申告額と、加害者の供述額とは若干の開きがあり、業者側は申出人が申告額の根拠を

提示しない限り犯人側弁護士が言う犯人供述に基づく額しか認めることはできないと主張した。協

会は、加害者の供述額にも根拠が示されていないのであれば、根拠の示されない両者の主張の一方

だけを取り上げることはフェアではないのではないかと、和解を勧め、両者で和解した。 
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５．紛争（終了案件）の事例 

 ①生命保険において自殺として死亡保険金支払いを拒否した事例 

（終了事由） 

裁定による和解成立 

（申立内容） 

申立人の母である被保険者は、令和２年９月５日ころ、海上で死亡しているところを発見され、死因

は溺死とされたので、申立人が業者に対して死亡保険金の請求をしたところ、本件死亡は約款規定の

自殺免責に該当するとして保険金支払に応じなかったため、申立人はこれを不服として本申立てに及

んだ。 

（業者の回答） 

本件被保険者の死亡は，諸々の間接的な事実から事故死ではなく自殺によるものと判断される。本件

保険契約は令和２年３月１日が責任開始日であるが，本件死亡は同年９月５日とされているため，本

件保険の普通保険約款３条１項の「責任開始日からその日を含めて３年以内の自殺」については免責

とするという約款規定に該当するので保険金を支払うことはできない。 

業者が自殺と判断した根拠として，次の諸点が主張されている。 

１． 入水の場所が不明であるが，直接海に入水した可能性が高いところ，被保険者の遺体には陸地

等から海面に滑り落ちたこと等をうかがわせる擦過傷はない。 

2． 被保険者の「お薬手帳」の最後の頁に「みなさんさようなら，ばいばい」と被保険者の筆跡と思

われるものでペン書きされていて，これが死亡時の所持品となっていた。所轄警察署はこれをも

って遺書と理解している。 

３． 警察が本件を自殺と判断しており，その判断に特に不自然さがないので，事業者としてはこれ

を尊重するほかない。 

（結果） 

裁定委員会は、申立書および答弁書にもとづき、業者主張を以下のように検証し、自殺免責の成立が

難しいとの心証に至っているが、本件が仮に民事訴訟に発展した場合、そこでの判断が同様になるか

は必ずしも断定できない。として、紛争の長期化を避けるため和解案を提示した。 

 1．発見時の遺体にどのような怪我や傷があったかということは、死体検案した際の詳細な記録を見な

い限り正確な判断はできない。また、死亡推定時から 3 日経過した日に遺体が発見されたとき遺

族は被保険者の顔が見られないような状態になっているとの報告を受けている。折しも遺体発見

前日のこの地区の天候は台風による暴風雨であったという。入水時の身体の状況がそのまま遺体

発見時に保存されていたと考える事には無理がある。したがって、死体検案の記録や解剖所見の

報告によらない説明は信用性が乏しい。 

 ２．遺書には形式も定式もないが、遺書の表現や意味を考える際には、遺書を書いた者の言葉に対す 

   る理解力や文章力、精神力や身体能力など、遺書の文言を取り巻く事情を考慮する必要がある。 

   遺書の名宛人の側においても「さようなら」が人生最後の言葉として十分自殺者の意思が伝わっ 

   たと心得るものもいるだろうし、これでは日頃の挨拶と変わらないとして、自殺者のメッセージ 

   が不明であると苦喪を述べるものもいる。当該文書を書き残した自殺者とその文言を読解する 

遺族らとの両方の立場を念頭に置いてみると、残された文章や語句の意味が多義的な解釈を許す 

ものであるときは、それを遺書とみるかそうでない書付と見るかを軽々に判断することは極めて 

危険である。本件のメッセージは「お薬手帳」という本来別の目的のために存在する手帳に書かれ 

たものであり、しかもこれが書かれた時期は一切不明であり、死に臨んで書いたものか決め手に 

なる事情は認められない。さらに、この手帳は遺体発見時の所持品に含まれていたということで 

あるが入水自殺を図る者が残された者へのメッセージを身体にまとうというのは一般的ではない。 
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よって、遺書の存在を自殺免責の論拠とする業者の主張は受け入れられない。 

3．自殺か否かの判断において動機の考察は不可欠であろう。死亡保険金請求の事案において、自殺免

責を主張する保険者としては、当該死亡を自殺とするにあたり自殺の動機を明らかにすることは

重要な課題である。本件被保険者の死亡前々日及び前日の行動とその心理は慎重に見定める必要

はあるが、自殺の動機を確実に推認させるに足るまでの事実関係は把握されておらず、ただ精神

面での不安定な状態があったということをうかがわせるにとどまる。結局、自殺の動機は不明の

ままというほかはなく、業者がこれに触れなかったのも致し方無いことであったが、このことか

ら導かれる結論は自殺の証明の不足であって、自殺推認の方向にはあずからない。 

 

  ⑤生命保険において告知義務違反があったとして死亡保険金支払いを拒否した事例 

（終了事由） 
裁定による和解成立 

（申立内容） 

申立人は、被保険者である母親が 2020 年 2 月 24 日腎不全により死亡したとして、2012 年 3 月

から加入している一年更新型定期保険の生命保険契約に基づき保険金を請求したところ、業者から加

入時に告知義務違反があった、死因は保険加入前に罹患していた腎臓病が原因であり、保険金は支払

えないが、契約時の事情を考慮して払込保険料の全額返還を行うので、保険金を取り下げるようにと

の提案があった。 

  保険契約は、契約時業者の募集人とともに知り合いの友人も同席して行われており、その際、亡き

被保険者が以前から人工透析を受けていること、病気なので保険に加入できず悩んでいたことを告げ、

それに対して募集人からは「加入できる」「死んだときにはちゃんと保険金が出るので大丈夫」等との

説明がなされた。同席者の証言もあり、業者の対応には納得がいかないとして、契約に基づき保険金

を支払うよう本申し立てに及んだ。 

（業者の回答） 

被保険者の死因は、本件保険加入前に罹患していた腎不全が悪化したことによるものであり、保険金

支払い事由に該当しない。 

   募集人は、現在認知機能に障害があり、本件保険加入時の状況につき確認することが困難であるが、

普段より募集人には告知受領権がないこと、及び保険金支払い権限がないことを教育しており、「腎不

全（保険加入前に罹患している傷病）が原因で死亡しても保険金が下りる。」という趣旨の説明をした

とは考えられない。また、被保険者の通院していたクリニックに照会したところ、本件保険の告知日

時点で糖尿病性網膜症による視力低下から介護が必要な状態であった旨と、入院を勧められた旨の表

記があり、告知義務違反が認められる。 

（結果） 

本件保険の重要事項説明書には「保険金をお支払いできないことがあります。」として列挙される事由

中に「責任開始期前の疾病や不慮の事故を原因とする場合」が挙げられており、かかる記載からすれ

ば、業者主張のとおり、本件被保険者の死亡は免責事由に該当するものと思われる。しかしながら、業

者の同保険約款には、「責任開始期前の疾病や不慮の事故を原因とする場合」が保険金の不払いまたは

免責となる旨の明記はない。 

   また、業者は普段より募集人には教育をしており、「腎不全が原因で死亡しても保険金が下りる。」

という趣旨の説明をしたとは考えられないと主張するが、募集人は現在認知機能に障害があり、本件

保険契約時の状況につき確認することが困難である以上、あくまで建前論の域を出るものではない。 

   一方において、申立人からは、本件契約時に同席したという知人の陳述書が提出されており、陳述

書には募集時の募集人と被保険者との間での契約に至る模様が記載されている。本裁定においてはそ

の手続きの制約上、同陳述書の成立の真正や内容の真実性に関しては必ずしも明確に判断できる訳で
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はないが、知人の陳述内容に関しては、具体的に不自然な点も見受けられず一定の証拠価値を認める

ことができる。そもそも、募集人においても、本件保険契約のために現に被保険者と面談していたの

であるから、故被保険者に健康状態を確認していなかったとは考えられないし、外見上も被保険者に

一定の健康不安があったことは現に理解しまたは理解し得たものと考えられる。 

  上記の事情からすれば、募集人において、被保険者の同告知が必ずしも正確になされていないことを

認識していた可能性も否定できない。として、和解案を提示した。 

 

  

21



22

【FINMAC】



23

【貸金協】



24



25



26



＜事例1 ＞

類　 　 　 型 契約内容

申立内容

株式会社A 社より （ 以下相手方） から 主人と 私名義で 事業資金の融資を受けていた。 夫が亡く なっ たので、
亡き 夫の相続関係については相続人全員が相続放棄手続を開始し ています 。 何度か相手方より 勤務先会社に
連絡が来たが営業中は支障を き たすので、 相手方宛てに「 今後会社の営業電話に対し て、 私の債務に係る
連絡を し ないこ と 。 督促は私の携帯電話へ連絡する か、 書面の郵送によ る こ と 。」 等の申入書を 内容証明で
送付し 、 相手方に配達出来ているこ と を確認し ている 。 会社への電話を差し 控えるよう に申し 入れし たが相
手方から その後も 、 電話があっ たので、 担当者に確認し たと こ ろ 「 内容証明郵便を受けた部署は督促を担当
するわれわれの部署と 異なるから わから ない」 と の応答でし た 。 相手方の督促部署に私が依頼し た申入書の
内容証明郵便の内容が伝わるよう にご指導いただき たい。

処理結果

【 協会から A 社へ確認】
今回の申立てに関し て確認し たと こ ろ 、 申立人の債権と 亡き 夫の債権があり 、 それぞれ違う 部署で担当し
ているこ と が判明し た。 申立人が送付し た内容証明は、 亡き 夫の債権を管理する部署に送ら れて、 内容が
申立人に関する内容だっ たので、 至急の内容であるにも 関わら ず申立人を 担当する部署に申し 送り ・ 共有
し ていなかっ たのが原因です。 今回、 ご指摘いただいている勤務先への架電は、 亡き 夫が記載し た申込書

（ 自宅・ 勤務先同一） よ り 亡き 夫宛へ架電でし た。 出ら れたのが申立人でし たので、「 申入れを し ているの
に何故架電するのか」 と 今回の苦情と なり 初めて申入れの内容が判明し まし た 。 そも そも 、 申入書の内容
を確認し 、 部署間で連携をし ていれば、 申立人へご迷惑をかけるこ と はなかっ たと 考えており ます。 今後、
関係部署に周知し 再発防止に努めます。
⇒協会より 相手方へ： 初期対応の重要性について職員へ周知要請し 了承。

【 申立人への報告】
確認内容を 伝えたと こ ろ「 判り まし た。 大変御世話になり 、 あり がと う ございまし た。」 と 対応終了を 了
承。

　 国民生活セン タ ーによ る と 、「 お金がない」 と 断っ ている 消費者に、 貸金業者へウソ を つかせて借金を さ せ、

お金稼ぎに関する「 情報商材」 や「 マルチ商法」 などお金儲けに関する 契約を結ばせると いう ト ラ ブルが増えて

います。 中でも 、 20歳代・ 20歳未満の若者の相談件数が全体の約 60％と 非常に大き な割合を 占めており 、 その

平均購入金額は、「 情報商材」 が44万円、「 マルチ商法」 の商品（ 健康食品など） が42万円・ 役務（ フ ァ ン ド 型

投資商品など） が51万円と 高額で、 返済困難に陥る事例が多いよう です。

　 つき まし ては、 消費者ト ラ ブルの未然防止と 拡大防止のため、 20歳代・ 20歳未満の若者から の高額借入の際は

注意喚起を実施し 、 消費者に十分な対応をお願い申し 上げます。

◇情報商材

• 情報商材と は、 イ ンタ ーネッ ト の通信販売等で、 副業、 投資やギャ ン ブル等で高額収入を 得る ためのノ ウハ

ウ等と 称し て販売さ れている情報のこ と です。

◇マルチ商法

• マルチ商法は、 商品・ サービスを契約し て、 次は自分がその組織の勧誘者と なっ て紹介料報酬等を 得る商法

です。

• 従来、 マルチ商法の相談で上位を 占めていたのは健康食品や化粧品などの「 商品」 でし たが、 近年、 例えば

2018年度はアフ ィ リ エイ ト などが含まれる 内職・ 副業や、 暗号資産（ 仮想通貨）、 海外事業への投資などが

含まれるフ ァ ンド 型投資商品と いっ た「 役務」 が上位を占めています。
※アフ ィ リ エイ ト と は、 提携先の商品広告を 自分のウェ ブサイ ト 上に掲載し 、 その広告を ク リ ッ ク し た人が提携先から 商品を 購入し た場合に一定額

の報酬が得ら れる と いう も の

【 ご参考事例： 国民生活センタ ー・ 発表情報】

（ http://w w w .kokusen.go.jp/new s/data/n-20180802_ 1 .htm l ）

（ http://w w w .kokusen.go.jp/new s/data/n-20190725_ 1 .htm l ）

（ http://w w w .kokusen.go.jp/new s/data/n-20190829_ 1 .htm l ）

　 ※申立人のプラ イ バシー保護の観点から 、 実際の事案の本質を損なわない範囲で編集し ています。

6 ． 2 0 歳代・ 2 0 歳未満の若者から の高額な 借入にご 注意く だ さ い

5 ． 苦情事例

3
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◎多重債務発生防止の取組【概要】 （別紙1）

⑦研修【協会員への教育】
➣貸⾦業者法令研修会（集合研修）
➣顧客対応研修（出前講座）
・協会員への教育資料の提供
➣基礎的な貸⾦実務に関する研修「ｅﾗｰﾆﾝｸﾞ」
➣法令改正等に関する情報提供「ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修」
➣業界動向等に関する情報提供「ﾃｰﾏ別研修・動画配信」
➣⾦融庁からの要請に基づく対応「ｻｲﾊﾞｰ演習」

⑥⾦融経済教育【消費者への教育】
➣啓発・研修ツールの開発

「悪質な⾦融業者にご注意（ﾘｰﾌﾚｯﾄの改訂）」
➣活動の周知「出前講座等（YouTube配信）」

「啓発ﾂｰﾙ配布・専門紙への広告掲載」
➣注意喚起「違法業者の⼿⼝、被害事例の紹介」

⑤生活再建支援
カウンセリング
「多重債務の再発防止」

➣問題⾏動・家族関係・家計状況等

③貸付⾃粛制度
「多重債務問題解決の一環」

➣令和２年４⽉よりWeb受付を開始
➣公営競技団体等（5団体）への周知活動
➣公認⾃動⾞学校への周知活動

資⾦需要者からの問い合わせ・その他（貸付⾃粛）

②お客様の声の分析

④ヤミ⾦融
「被害に遭わないための注意喚起」

➣違法業者の⼿⼝、被害事例の紹介
➣正しい貸⾦業者の⾒分け⽅

①
相
談
受
付
状
況

未然防止対策 多重債務の防止対応

7

4

6 5

4

3
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他団体との協働（東京都、警視庁生活経済課等）

他団体との協働（消費生活センター、⾃動⾞学校等）

④ヤミ⾦融
「被害に遭わないための注意喚起」

➣違法業者の⼿⼝、被害事例の紹介

他団体との協働（東京都、警視庁生活経済課等）
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